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＜施策群２０＞　海洋汚染の防止（施策番号：177～179）

・適切な監視・モニタリング、防除体制の充実等を通じた海洋汚染の未然防止と被害拡大の抑制（陸上発生廃棄物の海洋
投入処分量、国内外における海洋汚染の未然防止及び被害拡大のための訓練の実施）

＜施策群２１＞　放射線モニタリング等（施策番号：180）

・放射線モニタリングの的確な実施（総合モニタリング計画に基づく海洋における放射線モニタリング結果の原子力規制委
員会ウェブサイトでの公表日数）

＜施策群２２＞　海洋の開発・利用と環境の保全との調和（施策番号：181～186）

・海洋の開発・利用と環境の保全との調和、環境影響評価の適切な実施と必要なデータ収集、洋上風力発電のゾーニング
手法の検討（環境影響評価法に基づく海洋環境アセスメント実施件数、EADASにおける海洋関係環境情報項目数、ゾーニ
ング実施自治体数）

第３期海洋基本計画に基づく工程表（令和3年5月改訂）

第2部該当項目 ３．海洋環境の維持・保全　（１）海洋環境の保全等　

計画の記述のポイント
（括弧内は指標）

＜施策群１７＞　生物多様性の確保等の推進（施策番号：149～157）

・2020年までに管轄権内水域の10％を適切に保全・管理することを目的に、海洋保護区の設定が進んでいない沖合域での
設定のあり方について結論を得て、所要の制度を整備し、設定を推進。また、管理の質的充実を推進するため、取組内容
を明確化し重点的に取組む。（海洋保護区の設定面積・割合、ただし、管理の質的充実を表す指標は今後さらに検討）
・サンゴ礁、藻場、干潟等の保全・再生を推進し、脆弱な生態系を保全する。（保全再生に取り組んだ箇所数・面積など、環
境省レッドリストに基づく種の絶滅危険度の傾向を示す数値）

＜施策群１８＞　気候変動・海洋酸性化への対応（施策番号：158～166）

・気候変動や海洋酸性化の緩和及び影響への適応の取組推進（海洋産業などからの温暖化ガス排出量、アルゴフロート
や船舶観測等による鉛直プロファイル数）

＜施策群１９＞　海洋ごみへの対応（施策番号：167～176）

・海洋ごみの削減による良好な景観や海洋環境の保全（海洋ごみの回収量、海洋ごみ（マイクロプラスチック）の密度）

令和4年度
（2022年度）

令和5年度以降
（2023年度以降）

＜施策群１７＞
生物多様性の確保の推進
（外務省、農林水産省、
国土交通省、環境省）

施策群（担当府省庁）
平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

＜施策群１８＞
気候変動・
海洋酸性化への対応
（文部科学省、農林水産省、
国土交通省、環境省）

管理の質的充実の重点的な展開等

沖合域における海洋保

護区の設定のあり方に

関する検討・答申

制度の整備 海洋保護区の設定の推進

管理の質的な充実として

取り組むべき事項の検討等

海洋保護区

（沖合海底自然環境保全地

域）を設定

※海洋ごみの削減対策が海洋

保護区の管理の質にも寄与

自然環境保全法

の改正(4月)

・気候変動適応法

制定（6月）

・気候変動適応

計画策定（11月）

海洋保護区の

さらなる拡大と管理

のありかたに関する

参与会議SG

での研究

海水温上昇・海洋酸性化等の影響を的確に把握するための観測・監視・及び予測・評価

サンゴ礁、藻場、干潟等の保全・再生の推進

気候変動に関する

参与会議PTでの検討

2050年

カーボン

ニュートラル

宣言

グリーン成長戦略

2050年カーボンニュートラルに向けた取組

（船舶、港湾、水産業等）

ポスト2020

生物多様性枠組

を受けた

施策の検討

生物多様性の

ポスト2020

生物多様性枠組

の採択見込み

「気候変動影響

評価報告書」

気候変動影響評価（おおむね5年ごとに報告書を公表）
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